
泊発電所３号炉　ヒアリングコメント回答リスト

（第43条 重大事故等対処設備）

ID No コメント内容 ヒアリング日 対応状況* 回答
完了日

回答概要 資料反映箇所
積み残し事項の
回答予定時期

230125
-03

1

比較表43-5ページ)
主要建屋の地震などに対する設計方針につい
て，先行審査実績や他条文との整合を踏まえ
て，「主要な間接支持構造物」とした記載につ
いて改めて検討し，説明すること。。

R5.1.25
本日
回答

地震，津波，火災及び外部からの衝撃による損傷を防止でき
る設計とすることを記載することに対して，「主要な間接支
持構造物」と記載することは，必ずしも適切な記載ではな
かったため，先行PWRプラントの審査実績に基づき「設計基準
事故対処設備及び常設重大事故防止設備を内包する建屋」と
見直しました。

資料2-1『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）　1.3 重大事故等対処設備
【43条】（SA43 r.4.2）』
P.43-5

資料2-3『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）　比較表　1.3 重大事故等
対処設備【43条】（SA43-9 r.4.2）』
P.43-5

230125
-04

2

比較表43-７ページ)
航空機落下に対する設計方針として「設計上考
慮する必要は無い」とする根拠を説明する資料
を提示し説明すること。

R5.1.25
後日
回答
予定

補足説明資料として，「防護設計の要否判断の基準を超えな
い」ことを説明する資料を提出します。

・43条補足説明資料 2023年3月末

230125
-08

3

比較表43-24ページ)
溢水に対する設計方針として「・・・機能を損
なわないように，・・・機能を損なわない設計
とする」との記載について，先行審査実績も踏
まえて，改めて検討し説明すること。

R5.1.25
本日
回答

止水対策等により「機能を損なわない」ようにすることが設
計方針であることから，以下のように修正しました。

溢水に対しては，重大事故等対処設備は，重大事故等対処設
備の設置区画の止水対策等により機能を損なわない設計とす
る。

資料2-1『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）　1.3 重大事故等対処設備
【43条】（SA43 r.4.2）』
P.43-15

資料2-3『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）　比較表　1.3 重大事故等
対処設備【43条】（SA43-9 r.4.2）』
P.43-24

230125
-10

4

比較表43-12ページ)
電磁的障害に対する設計方針について，大飯で
は考慮する外的要因として含めていることを踏
まえ，先行記載例を確認の上，泊の設計方針に
ついて適正化を検討すること。

R5.1.25
本日
回答

先行審査実績の記載と同様，電磁的障害を環境条件の考慮対
象として記載することとしました。
なお，考慮した結果として，接続口には計測制御回路がない
ことから影響は受けない旨を後段に記載しています。

資料2-1『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）　1.3 重大事故等対処設備
【43条】（SA43 r.4.2）』
P.43-9

資料2-3『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）　比較表　1.3 重大事故等
対処設備【43条】（SA43-9 r.4.2）』
P.43-12

230125
-13

5

補足説明資料　共1-9ページ以降)
先行との差異がある場合には説明すること。

R5.1.25
本日
回答

共－１比較表にて比較し，相違理由を記載しました。
なお，各個別条文に選定する重大事故等対処設備の相違理由
は，個別条文にて差異を説明いたします。

資料2-4『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　比較表　43
条（SA43H-9 r.0.1）』
P.共1-14～

*：検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。 1/4
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ID No コメント内容 ヒアリング日 対応状況* 回答
完了日

回答概要 資料反映箇所
積み残し事項の
回答予定時期

230125
-15

6

補足説明資料比較表 共4-4ページ)
可搬型代替電源設備について，女川と記載順を
変更する理由を説明すること。

R5.1.25
本日
回答

 

女川と泊において，配備するSA設備のうち電源設備にかかる
対応方針が以下のとおり相違するため，電源設備として2N＋
αとN＋αの配備設備をまとめることとし，泊では，配備数で
仕分けした記載順とせず，給電（2N＋α及び，N＋α），送水
（２N＋α），ボンベ（N＋α）の機能別で可搬設備を記載す
ることとしました。本考え方については，相違理由として比
較表内にも追記いたしました。
・女川は，N＋α設備のうち電源系で使用する設備は可搬型
バッテリがのみ該当し，2N＋α設備の電源車とは別の給電手
段として使用するSA設備。
・泊は，N＋α設備のうち電源系で使用する設備は可搬型バッ
テリに加え可搬型整流器が該当し，可搬型代替直流給電のSA
手段として，2N＋αの可搬型直流電源とN＋αの可搬型整流器
を直列に接続して使用する。

資料2-2『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　43条（SA43H 
r.4.2）』
P.共4-5

資料2-4『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　比較表　43
条（SA43H-9 r.0.1）』
P.共4-4

 

230125
-16

7

補足説明資料比較表 共4-5ページ)
「現場人力起動・・・」に対応する負荷につい
て，SA電源の容量として含める必要がないのか
確認するとともに，その状況を踏また記載を検
討し説明すること。

R5.1.25
本日
回答

 

Ｎo.6 （ID：230125-15）回答のとおり，泊においては可搬型
代替電源の給電源として，可搬型代替電源車及び可搬型直流
電源用発電機の２つの代替電源策を整備しております。この
うち，交流母線に給電し，直流変換器を介して直流母線に給
電する方法としている可搬型代替電源車について，女川と同
様，現場人力起動により対応する給電容量を含めて必要容量
を算定する女川と同様の方針といたしました。
可搬型代替電源車は2,000kVAの容量を有し，先行ＰＷＲで配
備している交流母線への給電を目的とした可搬型代替電源と
比較しても大容量の発電機を配備していますが，給電対象は
「事故収束及び居住性確保に最低限必要な負荷容量」として
先行ＰＷＲと同じ設計方針としております。このため，供給
余力を相応に有しており，可搬型代替電源による代替給電の
設計方針は変更せず，容量算定の観点から供給余力にて対応
可能であり「現場人力起動」に対応する負荷を含めた場合に
おいても，必要な配備台数に変更はありません。

資料2-2『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　43条（SA43H 
r.4.2）』
共4-6

資料2-4『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　比較表　43
条（SA43H-9 r.0.1）』
P.共4-5

 

*：検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。 2/4



ID No コメント内容 ヒアリング日 対応状況* 回答
完了日

回答概要 資料反映箇所
積み残し事項の
回答予定時期

230125
-17

8

補足説明資料比較表 共4-5ページ)
45/46条に基づくSA対応時において，57条要求
に対応する可搬型代替電源設備に期待しないと
する方針とし，図３で示す条文毎の給電対象が
女川と相違している。先行PWRの57条要求に対
する給電対象の考え方を確認の上，57条要求に
対する適合方針として女川と相違する理由につ
いて説明すること。

R5.1.25
本日
回答

 

有効性評価において想定するプラント状態のみを記載し「…
期待していない」とした記載は，許可基準要求で設置する可
搬型設備の配備数を述べる項にて，不要な考察・記載である
と判断し，対象文章を段落ごと削除し，設置許可基準の要求
に従って必要となるSA設備の必要容量（配備数）とする方針
に修正しました。
また，削除する文章段落の下段（一方，…）において，57条
の設置許可基準要求である可搬型代替電源車による交流給電
の用途において，45/46条における許可基準要求の交流母線を
経由した直流給電の負荷容量を含めた必要容量であることが
明確となるよう修正しました。
これにあわせ，図3で示す条文毎の給電対象についても，女川
との給電対象の相違を反映し，修正しました。
・女川は減圧と同時に47条要求の低圧時注水を実施するため
57条（交流）としているのに対し，泊は減圧後に47条の低圧
注水を行うため，46条と同時に代替交流電源による給電を行
わない相違があることから，交流給電は57条単独での給電対
象を示し，給電源とするSA設備（代替非常用発電機）が判る
よう修正しました。
・No.7（ID：230125-16） 回答のとおり，給電を期待しない
設備についても容量算定の観点から含めた代替非常用発電機
による給電対象を示すよう修正しました。
・可搬型直流電源用発電機は，蓄電池枯渇後の直流給電を対
象とした給電源であることが判るよう修正しました。

資料2-2『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　43条（SA43H 
r.4.2）』
P.共4-6～7

資料2-4『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　比較表　43
条（SA43H-9 r.0.1）』
P.共4-5～6

 

230125
-18

9

補足説明資料比較表 共4-14ページ)
「事象後半においては」の文言は，他まとめ資
料等で用いている用語と整合が図られているか
確認し説明すること。

R5.1.25
本日
回答

 

「事象後半」は，SA事象発生後の代替炉心冷却等のSA手段及
びその水源補給による対応から格納容器自然対流冷却を使用
する段階への移行期を意図して使用した用語であるため，有
効性評価にて使用している「安定状態に向けた対策を実施す
る時期以降」と修正しました。

資料2-2『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　43条（SA43H 
r.4.2）』
P.共4-13

資料2-4『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　比較表　43
条（SA43H-9 r.0.1）』
P.共4-14

 

230125
-19

10

補足説明資料比較表 共4-19～20ページ)
有効性評価の事故シーケンスの名称について整
合が図られているか確認し説明すること。

R5.1.25
本日
回答

 

既提出の有効性評価の事故ｼｰｹﾝｽ名称について，炉心損傷防止
と燃料損傷防止の使い分けができておらず，また，原子炉格
納容器の除熱機能喪失を格納容器破損防止対策とする誤りが
ありましたので，炉心損傷防止，格納容器破損防止，燃料損
傷防止の種別に応じた有効性評価シーケンスの記載として修
正しました。

資料2-2『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　43条（SA43H 
r.4.2）』
P.共4-17

資料2-4『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　比較表　43
条（SA43H-9 r.0.1）』
P.共4-19～20

 

*：検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。 3/4



ID No コメント内容 ヒアリング日 対応状況* 回答
完了日

回答概要 資料反映箇所
積み残し事項の
回答予定時期

230125
-24

11

補足説明資料比較表 共7-2ページ)
洪水の記載について，6条の記載を確認し整合
を図ること。

R5.1.25
本日
回答

 

6条本文の記載を確認し，整合を図った記載に修正しました。
その結果，女川と同じ記載となっています。

資料2-2『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　43条（SA43H 
r.4.2）』
P.共7-2

資料2-4『泊発電所３号炉　設置許可基準
規則等への適合状況について（重大事故
等対処設備）補足説明資料　比較表　43
条（SA43H-9 r.0.1）』
P.共7-2

 

*：検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。 4/4


